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第３７回「運賃動向に関するアンケート調査結果」 
 
Ⅰ．調査概要 

 
 １．調査の目的 

この調査は運賃問題への対応を図るため、近時の運賃動向の把握を目的に、定期的に年２回
実施しているものであり、今回は３７回目の調査である。 

  
２．調査対象時期  令和４年７月３１日（前回調査：令和４年１月３１日） 

  
３．調査対象及び調査方法 

   （１）東京都トラック運送事業協同組合連合会(東ト協連)に加盟する協同組合から、４０協同組

合を選定し、調査対象を２００事業者として該当協同組合に配分し、各協同組合において

組合員の中より選定して調査票を配布した。 

（２）第３７回「運賃動向に関するアンケート調査」の調査内容は、下記の 1 項目を追加、1 項

目を削除し、全３５項目(３６問)について調査を実施した。 

① 問 7.「燃料サーチャージ制の導入状況に関する設問」で、選択肢『導入していたが今

はしていない』及び『検討中』と回答した方に、その具体的な事由を記入する項目と

して問 7-2 を追加 

② トラック運送事業者への新型コロナウイルス感染拡大に係る各種支援策の項目を削除 

（３）調査票は、事業者から無記名で直接連合会宛に送付し回収･集計した。 

（４）１７３事業者から回答があった。回収率８６．５％（前回８４．０％） 

    
Ⅱ．調査結果の概要 

◎ 保有車両について 
(1) 保有車両台数：最多は②「11両以上20両以下」27.7％で、前回調査より2.１ポイント増加し、

66.4％の事業者が保有車両「30両以下」。 
(2) 保有車両台数の変化：30両以下の事業者が66％を超え、車両規模では31両超の事業者が増加

（＋2．6ポイント） 
(3) 保有車両の平均車齢： 

（イ）小型車（最大積載量2トン以下）の最多は、③「8年以上～11年未満」、（ロ）中型車
（最大積載量４トン以下）と(ハ)大型車（最大積載量4トン超）の最多は、②「5年以上～8
年未満」。 

（イ）小型車：最多は③「8年以上～11年未満」39.9％（＋6.3ポイント）、次が②「5年以
上～8年未満」30.4％（＋2.4ポイント）。一方、減少の最多は④「11年以上
～13年未満」17.5％（△8.7ポイント）。 

（ロ）中型車：最多は、前回第１位であった②「8年以上～11年未満」が下落し、5年以上～

8年未満」が34.4％（＋7.6ポイント）と最大の増加。減少の最大は③「8年以

上～11年未満」25.2％と△10.2ポイント大幅減。 

（ハ）大型車：最多は前回同様②「5年以上～8年未満」33.0％（△6.5ポイント）。次は③
「8年以上～11年未満」29.4％（＋10.0ポイント）。 

◎ 運賃料金について 
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(1) 希望する運賃料金に対する収受運賃 30.8％が『低い』」（前回△3.2 ポイント減少）と回

答。（①「極めて低い」＋②「低い」＋③「少し低い」の合計。n=150/172）。④「希望通

り」は前回＋1.1 ポイント増加の 12.8％に留まる。 

(2) 『低い』（①＋②＋③）と回答した事業者が希望する現行収受運賃料金の割増率 最多は『5

％～14％増し』と 73.8％（前回＋26.3 ポイント増加）と回答。 

(3) 「高速道路料金」の収受 9 割強が収受（①「原則として収受」＋②「指定された場合収受」

の合計）できているが、③「利用しても収受できない」が前回調査△1.5 ポイント減少し、

今後の動向に注意が必要 

(4) 「最近半年間の運賃料金の収受の変化」 最多はこれまでと変わらず「特に変化はない」で、

172 者中で 133 者が回答し、前回より△12.2 ポイント減少し 77.3％となった。一方、減少

は③「値下げにあった」で、前回より△0.8 ポイント減の 2.3％となった。 

(5) これから半年後の運賃料金の収受状況 最多は変わらず「特に変わらない」で、173 者中で

124 者が回答するも、前回より△8.0 ポイント減少の 71.7％。一方、増加は③「値上げでき

るだろう」が前回より＋10.1 ポイント増の 20.2％と増加した。 

◎ 標準的な運賃の告示について 

(1) 『標準的な運賃』適用の意向 最多は①「適用したい」の 43.0％で前回より＋2.3 ポイント

増加。次に③「適用したいができない」が 26.7％で前回より＋2.3 ポイント増加。最多の減

少は②「適用しない」の 6.4％で前回より△4.6 ポイント減少。 

(2) 『標準的な運賃』の届出状況 回答者 171 者中の 117 者、68.4％が①「届出した」と回答、

前回より＋8.2 ポイント増加。 一方、②「これから届ける予定」は△7.6 ポイント減の 9.9

％に低下。③「届出しない」も前回より△0.6 ポイント減少し 21.6％となり、本調査の回答

者では『標準的な運賃』の届出が極めて高い結果が示された。 

(3) 『標準的な運賃』を「届けた」と回答された方の荷主等への交渉状況 ①「交渉した」(33

者)が前回＋10.8 ポイント増の 24.8％、一方、②「これから交渉する予定」(37 者)は前回

△2.7 ポイント減の、27.8％になり、合計では前回＋7.3 ポイント増の 52.6％となる。なお、

③「交渉しない」は前回△5.0 ポイント減少し 28.6％となった。 

(4) 『標準的な運賃』に関する荷主等への交渉結果 ①「交渉した」と回答した 33 者では、最

多が②「継続し交渉中」の 18 者、54.5％で前回＋12.4 ポイント増加。次は①「認められた」

の 4 社 12.1％で前回△24.7 ポイントと大幅に減少した。一方③「認められなかった」は前

回より＋9.2 ポイント増加し、30.3％となった。 

(5) 「交渉しない」、「交渉できない」理由 最多は②「『標準的な運賃』を受け入れてもらえ

ないと思う」の 47.9％で前回より△4.3 ポイント減少。次は③「今後の取引を断られる(可

能性がある)」の 23.3％で前回＋0.9 ポイント増加。一方、最多の増加は①「荷主等が理解

してもらえない」が 19.2％で、前回より＋8.8 ポイント増加に転じた。 

 

◎ 荷動きについて 

(1) 「新型コロナウイルス」過の荷動き 『悪い』（①「かなり悪くなった」（15.2％、前回＋

1.9 ポイント増）＋②「悪くなってきている」（47.1％、前回△1.4 ポイント減）の合計 62.2

％）は、前回より＋0.5 ポイント増加した。最多は②「悪くなっている」で、前回△1.4 ポイ

ント減少し、47.1％となった。 

(2) これから半年後の荷動き 最多は③「ほとんど変わらない」が 168 者中 111 者の 66.1％で

前回調査＋3.2 ポイント増加。『悪くなる』（「悪くなる」22.0％と⑤「かなり悪くなる」
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1.2％ 合計：23.2％）は前回より＋0.5 ポイント増加し、『活発になる』は前回より△3.6

ポイント減の 8.3％になった。 

 

◎ 労働力について 

(1) 運転者の平均年齢 最多は、回答のあった 172 者のうち 60 者から回答があった④「45 歳

以上～50 歳未満」の 34.9％、前回より△0.3 ポイント減少。次に⑤「50 歳以上～55 歳未

満」の 34.3％、同＋4.0 ポイント増と最多の増加。減少は②「35 歳以上～40 歳未満」

(1.7％)、④「40 歳以上～45 歳未満」(11.6％)、⑥「55 歳以上～60 歳未満」(11.0％)及

び⑧「65 歳以上」(0.6％)が、それぞれ、△1．3 ポイント、△0.3 ポイント、△3.5 ポイ

ント及び△0．6 ポイント減少した。なお、50 歳以上は 51.7％で前回調査（49.6％）より

+2.1 ポイント増加し、運転者の高年齢化が進む。 

(2) 運転者の定年制 回答があった 171 者(社)のうち、最多は①「ある」の 134 件、78.4％

（前回調査△1.1 ポイント減）で、③「ない」は 33 者、19.3％（同＋0.6 ポイント増）

であった。なお、②「あったが廃止した」は 3 件で、前回調査より 1 件増加。 

(3) 運転者の定年年齢 最多は②「65 歳まで」53.3％で前回調査より＋5.9 ポイント増加。

一方、①「60 歳まで」は△8.1 ポイントの 35.0％なった。なお、③「70 歳まで」は＋3.7

ポイント増の 8.8％であった。 

(4) 「運転者の充足状況」 『充足している』（①「十分充足いている」(4.0％)＋②「ほぼ

充足している」(32.9％)の合計）が 36.9％で、前回より＋2.0 ポイント増加。一方、『不

足している』（③「少し足りない」(49.1％)＋④「かなり不足している」(9.8％)＋④「完

全に不足している」(4.0％)の合計）は 62.9％で、前回より＋2.2 ポイント増加し、運転

者不足の傾向に変化はない。 

(5) 運転者の有給休暇の年間取得日数 回答のあった 170 者中で最多は②「6 日以上～10 日

以下」の 90 者、52.9％（前回調査＋17.6 ポイント増）で、次に①「5 日以下」と③「11

日以上～20 日以下」が同率で 22.4％、②＋③合計の 44.8％（前回＋9.3 ポイント増）。

一方、④「21 日以上」は、2.4％と前回調査の△5.2 ポイント減となった。 

(6) 運転者の残業時間 回答のあった 164 者中の最多は②「1 時間以上 30 時間以下」の 42.1

％で前回調査△1.8 ポイント減、次は③「31 時間以上 60 時間以下」の 31.7％(前回調査

△1.8 ポイント減)。なお、200 時間は 1 者であった。 
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Ⅲ．調査結果 

【Ⅰ】保有車両に関する設問 

問１．貴者（社）の保有車両台数は、何台ですか。（○印は１つ） 

   1. １０両以下      2. １１両以上～２０両以下    3. ２１両以上～３０両以下 

4. ３１両以上～５０両以下 5. ５１両以上～１００両以下   6. １０１両以上 

回答のあった 173 者（社）中の保有車両台数別の分布の構成は、最多が②「11 両以上～20 両

以下」の 48 者で 27.7％、前回より＋2.1 ポイント、次は①「10 両以下」で 40 者、前回より△

1.9 ポイントの減少で、この 2 区分で半数の５割を超える。今回の調査では、③「21 両以下～

30 両以下」がこれまで増加基調を示していたが減少に転じた。一方、④「31 両以上～50 両以

下」が 13.3％、前回より＋3.8％と増加した。また、①、③、⑤が減少する中、増加したのは

②、④、⑥で、87 者で、前回より＋6.8 ポイント増加した。なお、回答者の約 6 割強が有車両

台数「30 両以下」（66.5％）を占め、前回調査より△2.6 ポイントで保有車両規模の拡大が見ら

れる。（図 1、表 1 参照） 

 

図 1 
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表 1 

 

回答のあった173者（社）中、最多はこれまでと変わらず②「変わらない」（136者（社）78.6

％）。①「増車した」及び③「減車した」は、いずれも前回より減少し、①、③合計で、△7.8ポ

イント減の21.4％であった。（図2、表2参照） 

  

 
図2 

問１

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①10両以下 40 23.1% 42 25.0% 45 25.7% 41 24.6%

②11両以上～20両以下 48 27.7% 43 25.6% 49 28.0% 50 29.9%

③21両以上～30両以下 27 15.6% 31 18.5% 29 16.6% 25 15.0%

④31両以上～50両以下 23 13.3% 16 9.5% 16 9.1% 23 13.8%

⑤51両以上～100両以下 19 11.0% 22 13.1% 22 12.6% 16 9.6%

⑥101両以上 16 9.2% 14 8.3% 14 8.0% 12 7.2%

計 173 100% 168 100% 175 100% 167 100%

未記入 0 0 0 1

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

36回 34回35回今回

問２．貴者（社）では、この半年の間で、保有台数に変化がありましたか。（○印は１つ） 

 1.  増車した    2.  変わらない    3.  減車した  
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表 2 

 

保有車両の車齢は、（イ）「小型車」は③「車齢 8 年以上～11 年未満」が最多の 4 割弱を占め、

（ロ）「中型車」と（ハ）「大型車」の最多がともに、②「車齢５年以上～8 年未満」の約 35％

～33％であった。 

  

（イ）小型車（最大積載量２ｔ以下）の車齢 N：148/173 
最も高い割合を占るのは、これまでと変わらず③「8 年以上～11 年未満」39.9％であるが、前

回調査より＋6.3 ポイントと最も増加し、続いて②「5 年以上～8 年未満」が 30.4％で前回調査比

＋2.4 ポイント、④「13 年以上～15 年未満」が 8.8％で、前回を＋1.8 ポイント増加した。一方、

最も減少したのは⑤「11 年以上～13 年未満」で前回より△8.7 ポイントも減少した。（図 3-1、

表 3-1 参照） 

問２．

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①増車した 11 6.4% 22 13.1% 27 15.4% 19 11.3%

②変わらない 136 78.6% 119 70.8% 123 70.3% 122 72.6%

③減車した 26 15.0% 27 16.1% 25 14.3% 27 16.1%

計 173 100% 168 100% 175 100% 168 100%

未記入 0 0 0 0

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

34回36回 35回今回

問３．貴者（社）の保有車両の平均車齢（平均使用年数）は何年ですか。  

（イ）小型車（最大積載量２トン以下）（○印は１つ） 

① ４年以下       ② ５年以上～８年未満   ③ ８年以上～１１年未満 
④ １１年以上～１３年未満   ⑤ １３年以上～１５年未満   ⑥１５年以上 

（ロ）中型車（最大積載量４トン以下）（○印は１つ） 
① ４年以下       ② ５年以上～８年未満   ③ ８年以上～１１年未満 
④ １１年以上～１３年未満   ⑤ １３年以上～１５年未満   ⑥１５年以上 

（ハ）大型車（最大積載量４トン超）（○印は１つ）          

① ４年以下       ② ５年以上～８年未満   ③ ８年以上～１１年未満 
③  １１年以上～１３年未満   ⑤ １３年以上～１５年未満   ⑥１５年以上 
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図 3-1  

                    

表 3-1 

  

 
（ロ）中型車（最大積載量４ｔ以下）の車齢 N：155/173 

最も高い割合を占めるのは、前回第２位であった②「5 年以上～8 年未満」の 34.8％で、前回

比＋7.6 ポイントと最大の増加となった。第２位は②「8 年以上～11 年未満」の 25.2％で、前回

問３　小型車の車齢

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①5年未満 10 6.8% 10 7.0% 11 7.8% 5 3.6%

②5年以上～8年未満 45 30.4% 40 28.0% 43 30.5% 39 28.3%

③8年以上～11年未満 59 39.9% 48 33.6% 44 31.2% 51 37.0%

④11年以上～13年未満 13 8.8% 25 17.5% 19 13.5% 18 13.0%

⑤13年以上～15年未満 13 8.8% 10 7.0% 16 11.3% 14 10.1%

⑥15年以上 8 5.4% 10 7.0% 8 5.7% 11 8.0%

計 148 100% 143 100% 141 100% 138 100%

未記入 25 25 34 30

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

今回 35回 34回36回
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比△10.2 ポイントと最大の減少となった。また、⑤「13 年以上～15 年未満」が 3.9％、前年比

△2.9 ポイント減少し、15 年以上が 12.3％、＋3.5 ポイント増加となり、中型車では、一層の車

両の低年式化が鮮明となった。（図 3-2、表 3-2 参照） 

  

図 3-2 

 

 

表 3-2 

問３　中型車の車齢

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①5年未満 11 7.1% 12 8.2% 14 9.0% 7 4.7%

②5年以上～8年未満 54 34.8% 40 27.2% 48 31.0% 39 26.4%

③8年以上～11年未満 39 25.2% 52 35.4% 41 26.5% 53 35.8%

④11年以上～13年未満 26 16.8% 20 13.6% 22 14.2% 25 16.9%

⑤13年以上～15年未満 6 3.9% 10 6.8% 19 12.3% 8 5.4%

⑥15年以上 19 12.3% 13 8.8% 11 7.1% 16 10.8%

計 155 100% 147 100% 155 100% 148 100%

未記入 18 21 20 20

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

今回 35回 34回36回
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（ハ）大型車（最大積載量４ｔ超）の車齢 N:102/173 

最多は前回同様②「5 年以上～8 年未満」の 33.3％であるが、前回調査よ△6.5 ポイントと減少

した。次は③「8 年以上～11 年未満」の 29.4％で、前回より＋10.0 ポイントの増加で最大の増加

となり、①「5 年未満」の高年式車が毎年増加している。また、④「11 年以上～13 年未満」、⑤

「13 年以上～15 年未満」及び⑥15 年以上は、いずれも減少した。（図 3-3、表 3-3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 

 

表 3-3 

問３　大型車の車齢

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①5年未満 9 8.8% 6 6.5% 6 6.1% 4 4.7%

②5年以上～8年未満 34 33.3% 37 39.8% 35 35.4% 25 29.1%

③8年以上～11年未満 30 29.4% 18 19.4% 25 25.3% 30 34.9%

④11年以上～13年未満 14 13.7% 16 17.2% 17 17.2% 16 18.6%

⑤13年以上～15年未満 9 8.8% 10 10.8% 11 11.1% 6 7.0%

⑥15年以上 6 5.9% 6 6.5% 5 5.1% 5 5.8%

計 102 100% 93 100% 99 100% 86 100%

未記入 71 75 76 82

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

今回 34回35回36回
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【Ⅱ】運賃料金に関する設問 

回答のあった 172 者(社)中 150 者の 87.2％が『現行の収受運賃料金は、希望する運賃料金よ

り低い』（①「極めて低い」＋②「低い」＋③「少し低い」の合計）と回答し、前回調査より

△1.1 ポイント減少した。 

一方、④「希望通り」は 12.8％で同比＋1.1 ポイント増加したが、⑤「希望より高い」の回

答はなく、依然として厳しい状況が示された。（図 4、表 4） 

  

図 4 

問４．現行の収受運賃料金は、希望する運賃料金に比べてどうですか。(○印は１つ)  

1. 極めて低い  2.  低い  3.  少し低い 4.  希望通り 5.  希望より高い 
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表 4 

 

問５．問４で「１．極めて低い ２．低い ３．少し低い」と回答した方へお聞きします。 

希望する運賃料金は、現行収受運賃料金の何パーセント増を希望しますか。（○印は１つ）  

1. ５％未満   2.  ５％以上 ～ １０％未満  3.  １０％以上 ～ １５％以下 

4.  １５％以上 ～ ２０％未満  5. ２０％以上 

 

「現行の運賃料金」と「希望する運賃料金」の乖離幅は、回答のあった 149 者(社)中で最多の回

答は、②「5％以上～10％未満」と③「10％以上～15％未満」が同率で 36.9％(各 55 者)で、前回

調査より、②「5％以上～10％未満」が＋10.7 ポイントの増、③「10％以上～15％未満」が 10.6

ポイント減と割増率に落ち着きを見せたが、④「15％～20％未満」が 3.6 ポイント増の 12.8％と

増加しており、二極化の様相を呈した。また、⑤「20％以上」は 8．7％、前回比△4.1 ポイント

減少した。（図 5、表 5 参照） 

  

 

 

 

問４

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①極めて低い 10 5.8% 11 6.8% 10 5.9% 6 3.6%

②低い 53 30.8% 55 34.0% 49 28.8% 46 27.7%

③少し低い 87 50.6% 77 47.5% 84 49.4% 97 58.4%

④希望通り 22 12.8% 19 11.7% 27 15.9% 17 10.2%

⑤希望より高い 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

計 172 100% 162 100% 170 100% 166 100%

未記入 1 6 5 2

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

34回35回36回今回
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図 5 
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表 5 

 

問６．「高速道路料金」についてお聞きします。(首都高・阪高等の有料道路を含む) 

 （○印は１つ） 

1.  原則として収受している     2.  指定された場合のみ収受している 

3.  利用しても収受できない       

4.  その他（具体的な事由があれば〔 〕内にご記入ください。） 

「高速道路料金」の収受状況は、「収受している」(①「原則として収受」＋②「指定された場

合のみ収受」の合計)は 94.2％で前回調査より＋2.2 ポイントの増加に転じた。 

選択肢別では、最多は①「原則として収受」の 50.6％で前回△1.0 ポイント減少したが、②

「指定された場合のみ収受」が 43.6％で前回＋3.2 ポイントの増となった（図 6、表 6 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 

問５．

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

① 5％未満 7 4.7% 6 4.3% 5 3.5% 6 4.1%

② 5％以上～10％未満 55 36.9% 37 26.2% 37 26.2% 47 31.8%

③10％以上～15％未満 55 36.9% 67 47.5% 65 46.1% 59 39.9%

④15％以上～20％未満 19 12.8% 13 9.2% 20 14.2% 16 10.8%

⑤20％以上 13 8.7% 18 12.8% 14 9.9% 20 13.5%

計 149 100% 141 100% 141 100% 148 100%

未記入 1 27 34 1

回答数計 150 168 175 168

調査数 200 200 200 200

34回35回36回今回
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表 6 
 

4.その他[具体的に]（自由記入） 

主要荷主の業種 自由記入の内容 

サービス業  行きは収受、帰りはダメ。 

卸売業 
 納入時間が指定された場合は収受しているが、高速道路も最短の範囲内と

の約束事項あり。 

サービス業  都度取り決め。 

等の記入があった。 

  

問７．「燃料サーチャージ制」についてお聞きします。（○印は１つ） 

1.  導入している  2.  導入したが今はしていない  3.  検討中   4. 導入したことがない 

原油価格、軽油等の製品価格が高騰する中での「燃料サーチャージ制」導入状況について聞い

たところ、最多は④「導入したことがない」の 61.3％で変わらないものの、前回調査より△2.3

ポイントの減少となり、①「導入している」は＋2.0 ポイント増加し 15.6％。また、②「導入し

ていたが今はしていない」も前回より△6.1 ポイント減少し、8.1％と少しずつではあるが、燃料

サーチャージ収受への傾向が伺える。更には、今回注目すべきは、「検討中」が前回の 8.6％から

15.0％と＋6.4 ポイントと大幅に増加したことである。（図 7、表 7 参照） 

問６

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①原則として収受している 87 50.6% 83 51.6% 77 45.8% 81 49.1%

②指定された場合のみ収受 75 43.6% 65 40.4% 81 48.2% 71 43.0%

③利用しても収受できない 8 4.7% 10 6.2% 7 4.2% 8 4.8%

④その他 2 1.2% 3 1.9% 3 1.8% 5 3.0%

計 172 100% 161 100% 168 100% 165 100%

未記入 1 7 7 3

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200

34回35回今回 36回
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図 7 

 

表７ 

 

問７-2．問 7 で 1.「導入している」と回答された方にお聞きします。 

その導入内容及び別表の業種一覧の番号について、〔 〕内にご記入ください。 

 

 

問７

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①導入している  27 15.6% 22 13.6% 21 12.5% 19 11.4%

②導入していたが今はしていない 14 8.1% 23 14.2% 28 16.7% 28 16.8%

③検討中 26 15.0% 14 8.6% 6 3.6% 8 4.8%

④導入した事がない 106 61.3% 103 63.6% 113 67.3% 112 67.1%

計 173 100% 162 100% 168 100% 167 100%

未記入 0 6 7 1

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

今回 34回35回36回
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主要荷主の業種 自由記入の内容 

製造業等事業の物流子会社 基本運賃に対し 3％を乗じて収受。 

 

製造業（業種分類記載無し） 

荷主から運賃とは別立てで全車両基準価格 100 円を超えた額に

ついては収受している。例：リッター140 円、燃費 5 ㎞/L、

100 ㎞走行、月 20 日稼働の場合→｛40 円×(100 ㎞÷5 ㎞/L)｝

×20 日＝16，000 円 

金属製品製造業 (走行距離÷平均燃費)×50 円加算している。運賃取決め時よ

り燃料単価の UP している分だけ。 

金属製品製造業 20 年位前に導入しました。軽油引取税がアップするので、運

賃を上昇させずにするにはサーチャージを導入。 

非鉄金属製造業 荷主から走行キロにより規定の料金を収受。 

業務用機械器具製造業 荷主から運賃とは別立てで、月の走行距離に乗じて追加料金を

収受。 

電気機械器具製造業 荷主から運賃とは別立てで４ｔ車に限り２５円/km 収受。 

石油製品・石炭製品製造業 距離程×燃料単位×係数 

 

石油製品・石炭製品製造業 

荷主から運賃とは別立てで、配送距離÷燃費 3．0km/ℓで使用

量を算出し、あらかじめ決めた軽油価格基準を超えた部分の単

価(差額)を掛けることでサーチャージ額を決定。 

電子部品・デバイス・電子回路

製造業 

荷主から運賃に対し３％アップ。 

貨物運送同業者 食品配送荷主へ平均走行キロ÷燃費×20 円(受け入れてくれた

のは１～２社、それも満額ではなく１/２～１/３) 

貨物運送同業者 3 ヶ月毎に荷主から燃料ベースと距離ベースで収受。 

印刷・同関連業 売り上げの約 3．5％をサーチャージとして収受。 

各種商品小売業 基準金額を年間で決め(110 円)それを超えた場合、走行距離を

燃費で割り、使用量に対し「リッター×差額分」を翌月請求。 

 

 

卸売業・小売業（業種分類記載

無し） 

 当社に仕入単価(軽油引取税も含む)が、100 円/ℓを超過分に

対して半分をサーチャージとして計算、(走行距離、燃料使

用量のデータも提出して)請求。 

 月平均使用燃料、概ね１年間のデータを提示して、3ｔ車は

約 4,500 円/月、4ｔ車は約 5,500 円/月として別途請求。 

サービス業その他事業 電子機器の精密部品の輸送。全車種走行距離別に計算式を当て

はめ、平均で 20 円/10 ㎞を収受。 

物流子会社 １日５００円程度。 

 

未記入 

石油情報センター産業用価格、軽油の 100 円を超える軽油単価

を基に算出(運賃とは別立て)。走行距離÷燃費×算出上の燃料

価格上昇額。 

 
 

問７-3．問 7 で 2.「導入していたが今はしていない」3.「検討中」と回答された方にお聞きし

ます。 

「導入していたが今はしていない」・「検討中」の理由はどのようなことですか。そ

の導入内容及び別表の業種一覧の番号について、〔 〕内にご記入ください。 
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主要荷主の業種 自由記入の内容 

 

 

 

製造業 

お客様による。 

長距離輸送が少ないため。 

荷主様と交渉中 

サーチャージより運賃値上げ交渉している。 

走行距離が大幅に減り、インパクトなし。 

距離があれば頂こうと思いますが、そうでなければ１個当たり 

の単価を上げようと思います。 

漁業  軽油の値上がり高止まり。どの時点を起点として割り増しし

ていくか。 

 

 

 

 

 

 

同業者 

 

話をしているが返答がない。 

荷主の方へは話をしているが、検討中との回答。ただし一部の

荷主からは６月は支給された。 

基本運賃の値上げ要請をしているためサーチャージには触れて

いない。 

荷主が独自のサーチャージを導入している。しかし、その金額

は実際のコストの 50 分の 1 にも満たない(大手宅配会社)。１

日 150km 走行 4ｔ車で 50 円ほど。4ｔ車 1 日 50 円、大型 1 日

300 円。希望の 80 分の 1～20 分の 1。大手宅配会社の協力会社

が今月で 2 社倒産。 

走行距離が短く、サーチャージを添加する手間がかかりすぎ

る。 

 

建設業 

都度、荷主様と話し合いが出来ている現場なので、あえてサー

チャージの話はしていない。 

荷主と交渉中。 

 

卸売業・小売業 

運輸局に届出はしたが、交渉準備中。 

情報収集とタイミングを計っている。 

交渉中です。 

サービス業 一度変更したら荷主→その先までの運賃変更となり、大変で対

応してもらえない。 

その他 荷主があまりいい顔しない。 

未記入 専門課がないので進展しない。社員が足りない。 

 

 

問８．最近半年間で、運賃料金の収受状況に変化がありましたか。（○印は１つ） 

   1. 値上げになった     2. 特に変化はない    3. 値下げにあった 

   4. その他（具体的な事由があれば〔 〕内にご記入ください。） 

最近半年間での運賃料金の収受状況の変化について尋ねたところ、回答のあった 172 者(社)中

で最多いのは、②「特に変化はない」が 133 者、77.3％、前回調査△12.2 ポイントと減少に転じ

た。また、①「値上げになった」30 者、17.4％、同＋12.5 ポイントと運賃交渉等の成果として運

賃収受の改善が見られる。一方、③「値下げになった」は、2.3％、前回調査△0.8 ポイントの改

善であった。（図 8、表 8 参照） 
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図 8 

 

表 8 

4.その他[具体的に]（自由記入） 

主要荷主の業種 自由記入の内容 

製造業 ・得意先に契約事項を守ることをお願いしたのと、標準化運賃の「荷

待ち時間」/「付帯作業」の料金化の交渉にて一部獲得。 

・一部の荷主で値上げあり。 

卸売業・小売業 

・値上になったが申請額を大幅にカット。 
・値上の提案に検討はしていただいている 
・車輌毎の運賃に対し、3％のアップ(庸車契約車)。 

同業者 
１～２社のみ燃油サーチャージでなく基本運賃 1,000 円アップなどそ

の程度 

問8

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①値上げになった 30 17.4% 8 4.9% 9 5.3% 7 4.2%

②特に変化はない 133 77.3% 145 89.5% 148 87.1% 145 86.8%

③値下げにあった 4 2.3% 5 3.1% 12 7.1% 11 6.6%

④その他 5 2.9% 4 2.5% 1 0.6% 4 2.4%

計 172 100% 162 100% 170 100% 167 100%

未記入 1 6 5 1

回答数計 173 168 175 167

調査数 200 200 200 200

35回 34回36回今回
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物流子会社 
値上になったところもあるが、ゼロ回答のところが多い。仕事を断られ

たところもある。 

建設業 都度値上あり。 

サービス業 輸送コースの減少。 

無記入 スポット運賃の場合は多少の値上げで請求をしている。 

等の記入があった。 

  

 

問９．これから半年後の運賃料金の状況をどうみますか？（○印は１つ） 

   1. 値下げの可能性が強い 2. 特に変わらないと思う 3. 値上げが出来るだろう 

  4. その他（具体的な事由があれば〔 〕内にご記入ください。） 

「これから半年後の運賃料金の収受状況」について尋ねたところ、最も多い回答はこれまでと

変わらず②「特に変わらないと思う」の 71.7％であったが、前回調査より△8.0 ポイントと減少

傾向が見られる。一方、「値上げになるであろう」が前回調査を＋10.1 ポイント上回る 20.2％の

回答となった。（図 9、表 9 参照） 

 

図 9 
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表 9 

 

4.その他[具体的に]（自由記入） 

主要荷主の業種 自由記入の内容 

製造業  いまだに交渉中の案件がありますが、思うように進んでいないので困って

おります。 

同業者  値上げをしてくれなければ当方も持たない。【３と回答】 

サービス業  タイミングを見て。【３と回答】 

卸売業・小売業  時期的に値上げの申請をする所。結果に希望！ 

等の記入があった。 

  

 

【Ⅲ】輸送コストに関する設問 

問１０．貴者（社）の運送収入(売上高)に占める燃料費の割合はどの程度ですか。（○印は１つ） 

1. ５％未満     2. ５％以上～１０％未満     3. １０％以上～１５％未満 

4. １５％以上～２０％未満  5. ２０％以上～２５％未満  6. ２５％以上 

7. ６０％以上 

運送収入（売上高)に占める燃料費の割合は、回答のあった 172 者(社)中の最多は②「5%以上～

10％未満」の 67 者、39.0％で、前回調査より△6.3 ポイント減少。次は③「10％以上～15％未

満」の 47 者、27.3％で前回調査より△2.9 ポイント減少した。第 3 位は「5％未満」の 23 社、

13.4％で、前回調査より＋6.5 ポイント増加した。（図 10、表 10 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①値下げの可能性が強い 12 6.9% 13 8.2% 13 7.6% 23 13.8%

②特に変わらないと思う 124 71.7% 126 79.7% 150 88.2% 134 80.2%

③値上げが出来るだろう 35 20.2% 16 10.1% 2 1.2% 8 4.8%

④その他 2 1.2% 3 1.9% 5 2.9% 2 1.2%

計 173 100% 158 100% 170 100% 167 100%

未記入 0 10 5 1

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

34回35回36回今回
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図 10 

 

 
表 10  

                     

問１1．貴者（社）の運送収入(売上高)に占める人件費（運転者及び助手）の割合はどの程度で

すか。（○印は１つ） 

1. ３０％未満     2. ３０％以上～３５％未満     3. ３５％以上～４０％未満 

4. ４０％以上～４５％未満  5. ４５％以上～５０％未満  6. ５０％以上～６０％未満 

7. ６０％以上 

問１０

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

① 5％未満 23 13.4% 11 6.9% 20 11.9% 23 14.0%

② 5%以上～10％未満 67 39.0% 72 45.3% 75 44.6% 78 47.6%

③10％以上～15％未満 47 27.3% 48 30.2% 48 28.6% 42 25.6%

④15％以上～20％未満 17 9.9% 18 11.3% 15 8.9% 14 8.5%

⑤20％以上～25％未満 13 7.6% 7 4.4% 10 6.0% 5 3.0%

⑥25％以上 5 2.9% 3 1.9% 0 0.0% 2 1.2%

計 172 100% 159 100% 168 100% 164 100%

未記入 1 9 7 4

回答数計 173 175 168

調査数 200 200 200 200

35回 34回36回今回
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運送収入（売上高）に占める人件費（運転者及び助手）の割合は、回答のあった 173 者(社)

中、最多は③「35％以上～40％未満」と⑥「50％以上～60％未満」が同率であるが、③「35％以

上～40％未満」の構成率は前回調査の 15.6％より＋3.5 ポイント増加する 19.1％（33 者（社））

となった。また、構成率から見ると、人件費の割合が 30％以上～60％未満のそれぞれの区分にお

いて 2 割弱の構成率となっている。なお、⑦「60％以上」も 3.5％（6 者（社））となっている。

（図 11、表 11 参照） 

 
図 11 

表 11 

問１１

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①30％未満 16 9.2% 12 7.5% 12 7.1% 11 6.6%

②30％以上～35％未満 27 15.6% 18 11.3% 24 14.3% 23 13.9%

③35％以上～40％未満 33 19.1% 25 15.6% 28 16.7% 29 17.5%

④40％以上～45％未満 32 18.5% 31 19.4% 32 19.0% 30 18.1%

⑤45％以上～50％未満 26 15.0% 28 17.5% 33 19.6% 32 19.3%

⑥50％以上～60％未満 33 19.1% 35 21.9% 33 19.6% 28 16.9%

⑦60％以上 6 3.5% 11 6.9% 6 3.6% 13 7.8%

計 173 100% 160 100% 168 100% 166 100%

未記入 0 8 7 2

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

36回 35回 34回今回
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問１２．貴者(社)の労働保険料、社会保険料の支払状況についてお聞きします。（○印は１つ） 

1. 支払っている   2. 一部支払っている    3. 支払っていない 

労働保険料、社会保険料の支払い状況は、①「支払っている」が回答のあった 173 者(社)で最

も高い 96.5％（前回△1.0 ポイント減少）で、②「一部支払っている」は 6 者、3.5％と微増し、

③「支払っていない」の回答はなかった。（図 12、表 12 参照） 

 

図 12 

 

 

表 12 

 

 

問１２

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①支払っている 167 96.5% 159 97.5% 160 95.2% 160 96.4%

②一部支払っている 6 3.5% 4 2.5% 8 4.8% 6 3.6%

③支払っていない 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

計 173 100% 163 100% 168 100% 166 100%

未記入 0 5 6 2

回答数計 173 168 174 168

調査数 200 200 200 200

35回 34回36回今回
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問１３．問12で「1. 支払っている」「2. 一部支払っている」と回答された方にお聞きします。 

貴者（社）運送収入（売上高）に占める割合は何％ですか。 
運送収入（売上高）の（  ）％ 

問 12 で①「支払っている」と②「一部支払っている」の合計回答 173 者(社)に、『運送収入

（売上高）占める社会保険料等の割合』を尋ねたところ、150 者(社)（回答率：86.7％）より回答

があり、表 13 の通り 5 分類に集約した。 

最も回答が多いのは②「運送収入の 5％以上～10％未満」の 68 者、45.3％であるが、前回より

＋5.0 ポイント増加した。次は③「10％以上～15％未満」で 31 者、20.7％で前回より△4.8 ポイ

ント減少した。また、①「5％未満」が前回より 3.2 ポイント増加し 16.0％となった。（図 13 

、表 13 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13 

 

 
表 13 

問１3

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

① 5％未満 24 16.0% 19 12.8% 21 14.1% 21 14.3%

② 5％以上～10％未満 68 45.3% 60 40.3% 72 48.3% 58 39.5%

③ 10％以上～1５％未満 31 20.7% 38 25.5% 35 23.5% 38 25.9%

④ 15％以上～20％未満 15 10.0% 14 9.4% 14 9.4% 21 14.3%

⑤ 20％以上 12 8.0% 13 8.7% 7 4.7% 9 6.1%

計 150 100% 144 97% 149 100% 147 100%

未記入 23 24 26 21

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

35回 34回今回 36回
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問１４．運送原価、保有車両１台当たりの原価(輸送コスト)を把握していますか。（○印は１つ） 

1. 全部の車両についてしている  2. 一部の車両はしている 3. 全く把握していない 

保有車両 1 台当たりの原価（輸送コスト）の把握状況は、回答のあった 171 者(社)中の最多は

これまでと同じく②「一部の車両を把握している」の 72 者、42.1％（前回調査△3.1 ポイント

減）で、①「全部の車両を把握している」は 64 者、37.4％で前回調査より＋2.5 ポイント増加し

た。）となった。 

なお、引続き③「全く把握していない」が約 2 割あり、適正運賃収受に不可欠な自社車両の原

価把握が引続き事業者に求められる。（図 14、表 14 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 

 

 

表 14 

 

 

問１４

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①全車両している 64 37.4% 58 34.9% 56 33.3% 58 34.5%

②一部の車両はしている 72 42.1% 75 45.2% 79 47.0% 80 47.6%

③全くしていない 35 20.5% 33 19.9% 33 19.6% 30 17.9%

計 171 100% 166 100% 168 100% 168 100%

未記入 2 2 7 0

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

35回 34回36回今回
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問１５．問14で「全部」または「一部」の車両について「輸送コストを把握している」と回答さ

れた方へお聞きします。 
 

運賃料金の交渉に活用して効果はありましたか。（○印は１つ）                      

1. 効果があった  2. 効果はなかった（無駄だった） 3. 活用したことはない 

問 14 で「輸送コストを把握している」と回答した 136 者（社）に、運賃料金の交渉に活用しての

効果を尋ねたところ、『全部の車両を把握している』と回答した 64 者のうち最多は①「効果があっ

た」25 者（社）39.1％が回答、次いで②「効果がなかった」21 者（社）32．8％、③「活用したこ

とがない」は 18 者、28.1％であった。 

次に、『一部の車両を把握』と回答した 72 者では、最多が②「効果がなかった」の 32 者、44.4

％で、次に③「活用したことはない」の 25 者、34.7％となり、①「効果があった」は 15 者、20.8

％であった。（図 15-1、図 15-2、図 15-3、表 15 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

図 15-1 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

図 15-2 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

         図 15-3 
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表 15 

 

問１６．輸送コストを度外視して受注することがありますか。    （○印は１つ） 

1. 頻繁にある     2. 時々ある    3.ほとんどない 

輸送コストを度外視しての受注」の最多回答は 169 者(社)のうち 89 者が③「ほとんどない」と

52.7％（前回より△11．3 ポイント減）が回答。②「時々ある」は前回より＋10.2 ポイント増加

の 46.2％であった。（図 16、表 16 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 

回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

問１５

輸送コストの把握と運賃交渉
の効果

回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①効果があった 25 39.1% 15 20.8% 40 29.4%

②効果がなかった 21 32.8% 32 44.4% 53 39.0%

③活用したことがない 18 28.1% 25 34.7% 43 31.6%

計 64 100% 72 100% 136 100%

①効果があった 17 29.3% 12 16.0% 29 21.8%

②効果がなかった 23 39.7% 34 45.3% 57 42.9%

③活用したことがない 18 31.0% 29 38.7% 47 35.3%

計 58 100% 75 100% 133 100%

①効果があった 13 23.6% 18 22.8% 31 23.1%

②効果がなかった 17 30.9% 32 40.5% 49 36.6%

③活用したことがない 26 47.3% 28 35.4% 54 40.3%

計 56 101.8% 78 98.7% 134 100%

①効果があった 16 29.1% 14 17.7% 30 22.4%

②効果がなかった 14 25.5% 39 49.4% 53 39.6%

③活用したことがない 25 45.5% 26 32.9% 51 38.1%

計 55 100.0% 79 100.0% 134 100%

全部の車両 一部の車両 合計

34回

35回

問１５

過去3年間の調査結果

36回

全部の車両 一部の車両 合計

今回
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表 16 

 

4.その他[具体的に]（自由記入） 

主要荷主の業種 自由記入の内容 

製造業  そもそも運賃交渉に至らない。【２と回答】 

同業者  人と車を動かさないと雇用を守れない。【２と回答】 

未記入 

 原価割れの仕事でも、空車にしているよりもという事でやむを得ず受け

る仕事がある。これが輸送全体の運賃を下げている現状でありますが

…。【２と回答】 

等の記入があった。 

 
【Ⅳ】標準的な運賃の告示に関する設問 

問１７．貴者(社)では、告示された「標準的な運賃」を適用したいと思いますか。(○印は１つ) 

1. 適用をしたい     2. 適用はしない      3.  適用をしたいができない  

4. 適用ができるかわからない 

5. その他（具体的な事由があれば〔 〕内にご記入ください。） 

「標準的な運賃」を適用したいと思うかを尋ねたところ、回答のあった 172 者(社)で最も多か

ったのは前回同様①「適用したい」で、74 者、43.0％（前回調査＋2.7 ポイント増）で、②「適

用しない」は前回調査より△4.6 ポイント減少の 6.4％となった。なお、①と②の回答者構成率で

は①「適用したい」が 6.7 倍で、前回調査の 3.7 倍の約 1.8 倍と増加した。また、④「適用でき

るかわからない」は前回調査より＋1.7 ポイントと増加した。（図 17、表 17 参照） 

 
 

問１６

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①頻繁にある 2 1.2% 0 0.0% 3 1.8% 2 1.2%

②時々ある 51 30.0% 45 27.3%

③あまりない 67 39.4% 64 38.8%

④ほとんどない 89 52.7% 103 64.0% 49 28.8% 54 32.7%

計 169 100% 161 100% 170 100% 165 100%

未記入 4 7 5 3

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

※回答選択肢の②「時々ある」と③「あまりない」を第36回調査より②「時々ある」に併合した。

36回今回

78 46.2%②時々ある 58 36.0%

35回 34回
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                                        図 17 

  

 
表 17 

5.その他[具体的に]（自由記入） 

主要荷主の業種 自由記入の内容 

製造業  運賃の値上げ交渉を前向きに検討してくれない(元請け運送会社)。 

 荷主に言えない。【３と回答】 

卸売業・小売業  他社と比べ、それなりの運賃だと思っている。 

サービス業  検討中。 

建設業  ユニック車なので、ほぼほぼ同じ位になります。【１と回答】 

問17．

過去2回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①適用したい 74 43.0% 70 40.7% 64 37.6%

②適用しない 11 6.4% 19 11.0% 9 5.3%

③適用したいができない 46 26.7% 42 24.4% 46 27.1%

④適用できるかわからない 36 20.9% 33 19.2% 47 27.6%

⑤その他 5 2.9% 3 1.7% 4 2.4%

計 172 100% 167 97% 170 100%

未記入 1 1 5

回答数計 173 168 175

調査数 200 200 200

第36回 第35回今回
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問１８．貴者(社)の『標準的な運賃』を運輸支局に届出しましたか (○印は１つ） 

1. 届出した        2. これから届ける予定     3. 届出しない 

『標準的な運賃』の届出状況について尋ねたところ、回答のあった 171 者(社)中で最も多かった

のは、①「届けた」の 117 者、68.4％で前回調査より 8.2 ポイント増加した。これに、②「これか

ら届ける予定」の 17 者、9.9％を加えると、171 者中 78.3％の 134 者は「標準的な運賃」制度の適

用を積極的に捉えていると考えられる一方、「届出しない」は 37 者、21.6％で、前回より△0.7 ポ

イント減少した。なお、本設問は、第 35 回調査より追加した。（図 18、表 18 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18 

 

 
表 18 

 

回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①届出をした 117 68.4% 100 60.2% 79 46.5%

②これから届ける予定 17 9.9% 29 17.5% 47 27.6%

③届出しない 37 21.6% 37 22.3% 44 25.9%

計 171 100% 166 100% 170 100%

未記入 2 2 5

回収数計 173 168 175

調査数 200 200 200

36回 35回問18
『標準的な運賃』の届出状況

今回
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問１９．問 18 で１．届出した ２．これから届ける予定 と回答された方へお聞きします。 

貴社では、届出した『標準的な運賃』について、荷主企業や元請事業者等の得意先に交渉

されましたか（○印は１つ） 

1. 交渉した    2. これから交渉する予定     3.  交渉しない    4．交渉できない 

問 18 で『標準的な運賃』を１.「届出した」及び２.「これから届ける予定」と回答した 134 者

（社）の方に得意先との交渉状況を尋ねたところ、133 者(社)からの回答があった。 

最多の回答は③「交渉しない」の 38 者（社）28.6％で、前回より△5.0 ポイント減少した。 

①「交渉した」は、前回より＋10.0 ポイント増加の 33 者、24.8％であった。なお、②「これか

ら交渉する予定」は 37 者、27.8％で、前回より△2.7 ポイントと減少した。なお、④「交渉でき

ない」は 25 者、18.8％で前回△2.3 ポイントの減であった。なお、本設問は、第 34 回調査より追

加した。（図 19、表 19 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 

     

表 19 

問１９

過去３回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①交渉した 33 24.8% 19 14.8% 11 8.8% 12 8.1%

②これから交渉する予定 37 27.8% 39 30.5% 51 40.8% 43 29.1%

③交渉しない 38 28.6% 43 33.6% 37 29.6% 66 44.6%

④交渉できない 25 18.8% 27 21.1% 26 20.8% 27 18.2%

計 133 100% 128 100% 125 100% 148 100%

未記入 40 40 50 20

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

34回今回 36回 35回
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問２０．問 19 で「交渉した」と回答された方にお聞きします。 

 『標準的な運賃』制度を荷主等へ交渉した結果はいかがでしたか。（〇印は１つ） 

1. 認められた       2. 継続し交渉中       3.  認められなかった     

4．その他（自由記入） 

問 19 で①「交渉した」と回答した 33 者への追加設問 

『標準的な運進』制度を荷主等へ交渉した結果を尋ねたところ、最多の回答は②「継続し交渉

中」の 18 者、54.5％で前回調査＋12.4 ポイント増加。最も減少したのは①「認められた」の 4

者、12.1％、前回調査△24.7 ポイント減少となった。また、増加は③「認められなかった」で、

10 者、30.3％、前回調査＋9.2 ポイントと大幅な増加の結果となった。 

なお、本設問は※第 34 回調査より追加した（図 20、表 20 参照） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 20 

 

 

 
 表 20 

 

回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

① 認められた 4 12.1% 7 36.8% 1 9.1% 3 25.0%

② 継続し交渉中 18 54.5% 8 42.1% 4 36.4% 6 50.0%

③ 認められなかった 10 30.3% 4 21.1% 6 54.5% 2 16.7%

④ その他 1 3.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 8.3%

計 33 100% 19 100% 11 100% 12 100%

未記入 0 0 0 0

回答数計 33 19 11 12

調査数 200 200 200 200

第34回問20
『標準的な運賃』の荷主等への交渉結果

今回 第35回第36回
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４.その他  自由記入 

主要荷主の業種 自由記入の内容 

製造業  一部認められましたが、かなりの部分で交渉中です。 

 運賃アップには繋がったものの、標準的運賃が示す値には届かなかった。 

物流子会社  標準的までは認めてもらえませんでした。【３と回答】 

等の記入があった。 

 

問 19 で③「交渉しない」、④「交渉できない」と回答した 63 者(社)にその理由を尋ねたとこ

ろ 73 の回答があり、最も多いのは前回と同じく②「『標準的な運賃』を受け入れてもらえないと

思うため」で、前回調査△4.3 ポイント減少の 47.9％の回答があった。 

次は、③「今後の取引を断られる（可能性がある）」の 17 者、23.3％で、前回よりわずかな増

加。続いて①「荷主企業が制度を理解してもらえない」は 14 者、19.2％で、前回より＋8.8 ポイ

ントの増加となった。（図 21、表 21 参照） 

 

図 21 

 

問２１．問 19 で「交渉しない」及び「交渉できない」と回答された方にお聞きします。 

『標準的な運賃』制度を「交渉しない」、「交渉できない」理由はどのようなことですか。 

（複数回答可） 

1． 荷主企業が制度を理解してもらえないため 

2． 『標準的な運賃』を受け入れてもらえないと思うため 

3． 今後の取引を断られる(可能性がある)ため 

4． 『標準的な運賃』に示された内容や条件より良い契約をしているため 

5． その他（自由記入） 
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表 21 

５．その他（自由記入） 

主要荷主の業種 自由記入の内容 

製造業  顧客の状況が再び悪化してきている。【１と回答】 

 契約運賃で運行している。 

同業者  入札制度の為、交渉はできない。【１と回答】 

 実際に運賃交渉で切られた、切られそうな業者がいる。その業者の仕事を

当社で安くできないか打診があった。【３と回答】 

サービス業  都度取り決める。 

 当社荷主の経営不振。 

卸売業・小売業  標準的より良い契約とは言えないが、それなりに計算されていると思う。 

未記入  運賃競争に負けてしまうから。 

等の記入があった。 

 
【Ⅴ】受注形態及び荷主に関する設問 
 

問２２．別紙「業種一覧表」を参照し、貴者（社）の取引高で最も多い荷主の業種番号を記

入してください。 

荷主業種［業種番号］【    】 

日本標準産業分類に準拠する「業種一覧表」(別表)から回答者が選択し、159 者(社)から回答が

あった。回答で取引高が最も多い荷主の業種①「製造業」62 者、39.0％で前回調査を△6.0 ポイン

ト減少、次は③「同業者」の 22 者、15.7％で前回より△3.1 ポイント減少し、②「卸売業・小売業」

22 者、13.8％、④「サービス業」15 者、9.4％、⑤「物流子会社」12 者、8.1％と続く。（図 22、

表 22 参照） 

回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①荷主企業が制度を理解してもらえないため 14 19.2% 7 10.4% 14 16.5% 62 36.9%

②『標準的な運賃』を受け入れてもらえないと思うため 35 47.9% 35 52.2% 36 42.4% 12 7.1%

③今後の取引を断られる（可能性がある）ため 17 23.3% 15 22.4% 18 21.2% 35 20.8%

④『標準的な運賃』に示された内容や条件より良い契約
をしているため

2 2.7% 5 7.5% 9 10.6% 53 31.5%

⑤その他（自由記入） 5 6.8% 5 7.5% 8 9.4% 6 3.6%

計 73 100% 67 100% 85 100% 168 100%

未記入 10 3 0 0

回答数計 83 70 85 168

調査数 200 200 200 200

36回 34回35回問２１
　問20で「交渉しない」「交渉できない」とした理由

今回
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図 22 

 

 

表 22 

問２２

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①製造業 62 39.0% 67 45.0% 73 47.4% 69 42.6%

②同業者 25 15.7% 28 18.8% 24 15.6% 22 13.6%

③卸売業・小売業 22 13.8% 25 16.8% 25 16.2% 36 22.2%

④サービス業 15 9.4% 7 4.7% 5 3.2% 6 3.7%

⑤物流子会社 12 7.5% 12 8.1% 12 7.8% 14 8.6%

⑥建設業 6 3.8% 5 3.4% 8 5.2% 6 3.7%

⑦漁業 5 3.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

⑧鉱業等 1 0.6% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

⑨農業・林業 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

⑩その他 11 6.9% 5 3.4% 7 4.5% 9 5.6%

計 159 100% 149 100% 154 100% 162 100%

未記入 14 19 21 6

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

35回 34回今回 36回
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問２３．貴者（社）の一番の多い受注形態①～④の中から１つ選び□に✔を入れ、さらに( )内の

１～３の％の番号について○をつけて下さい。          

□ ① 真荷主から受注   （1．50%未満 2．50%以上～70%未満 3．70%以上） 

□ ② 同業者から受注   （1．50%未満 2．50%以上～70%未満 3．70%以上） 

□ ③ 物流子会社から受注 （1．50%未満 2．50%以上～70%未満 3．70%以上） 

□ ④ その他から受注   （1．50%未満 2．50%以上～70%未満 3．70%以上） 

一番多い受注先形態を選択し、選択した形態の売上げ依存度について尋ねたところ、最も多い

形態は、①「真荷主からの受注」の 135 者、46.9％で前回調査より△13.4 ポイント減少し、第 31

回調査以降では最も低い割合となった。 

次は、②「同業者から」の 67 者、23.3％（前回＋3.7 ポイント増）、③「物流子会社」の 54 者

18.8％（前回＋3.2 ポイント増加）であった。 

なお、回答数は複数回答があるため、回答者数と一致しない。（図 23、表 23 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 
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図 23-1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23-4 
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表 23 

 

問２４．令和４年１月以降、荷主（物流子会社・元請け運送会社を含む）から次のような要請

（又は強要）を受けたことがありましたか。 (該当する番号に○をつけてください。複数回答可) 

1. 一方的な運賃値下げの要請（又は強要） 2. 無償での付帯サービスの要請（又は強要） 

3. 過積載の要請（又は強要） 4. 協力金の要請（又は強要） 5. 商品等の購入要請（又は

強要） 6. 余剰人員の受け入れ要請（又は強要）   7. ドライバー（従業員等）の引抜き    

8．その他（具体的な理由が判れば次頁の〔 〕内ご記入ください） ］ 

この半年間で荷主から受けた要請（又は強要）について提示した選択肢（7 項目）により複数回

答可として尋ねたところ、全回答者 173 者のうち 27 者から 35 件の回答があった。 

今回の調査結果の最多はこれまでと同じく、②「無償での付帯サービスの要請（又は強要）」

で、16 件、45.7％（前回調査＋3.6 ポイント増）。次いで、①「一方的な値下げ要請（又は強

要）」の 6 件、17.1％、前回△9.2 ポイント減となった。また、③「過積載の要請（又は強要）」

が 5 件、14．3％（前回調査＋11．7 ポイント増）と大幅な増加となった。（図 24、表 24 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 24 
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表 24 

                      

８．その他〔具体的にあれば〕（自由記入） 

主要荷主の業種 自由記入の内容 

サービス業  棚入れやフォーク作業等は、個別に設定した運賃に全て含まれると

の考えが双方にあるため、困っている。【２と回答】 

同業者  当日に関西へ日帰りで行ってくれなど。【３と回答】 

卸売業・小売業  輸送トラックへの設備による使用不可の要請(設備当たり前)。 

未記入  決まった運賃で、これ以上出せないと言われいつも赤字(１台だけ)。 

等の記入があった。 

 

 

問２５．前記 問24で「要請(又は強要)を受けたことがある」と回答された方にお聞きします。 

荷主等からの要請（又は強要）を断ったことで、荷主からどのような対応をされましたか。 

（自由記入） 

 

主要荷主の業種 自由記入の内容 

製造業  文句を言われたが、取引の廃止を唱えたら、こちらの要望になった。 
 当該車両の出入りを止められた。 

卸売業・小売業  断ったことはありません。 

 特にはないが、こちらから仕事を断った。 

同業者  納品時の荷受け作業など。 

 何とか走ってほしいとお願いされた。 

サービス業 

 地方工場への移動(通常は地方の車を使う)の仕事で、通常の運賃表に

基づかないで地方の車、いわゆる帰り便運賃での依頼。仕事が途中で

の依頼で、初めから言わない。 

問24

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①一方的な値下げ要請(又は強要） 6 17.1% 10 26.3% 12 27.9% 10 25.0%

②無償での付帯サービスの要請(又は強要） 16 45.7% 16 42.1% 14 32.6% 18 45.0%

➂過積載の要請(又は強要） 5 14.3% 1 2.6% 2 4.7% 5 12.5%

④協力金の要請(又は強要） 1 2.9% 2 5.3% 2 4.7% 1 2.5%

⑤商品等の購入要請(又は強要） 3 8.6% 4 10.5% 2 4.7% 2 5.0%

⑥余剰人員受入要請(又は強要） 1 2.9% 1 2.6% 0 0.0% 0 0.0%

⑦ドライバー(従業員等）の引抜き 1 2.9% 2 5.3% 5 11.6% 3 7.5%

⑧その他 2 5.7% 2 5.3% 6 14.0% 1 2.5%

計 35 100% 38 100% 43 100% 40 100%

回答数計 173 168 175 168

上記回答者で「要請あり」とした事業者数 27 28 33 26

調査数 200 200 200 200

35回36回 34回今回
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 断れない(荷主も対応できないため、当社でやるしかない。 

 代表者(自社の)がむしろ断るな、と要請してきた。 

漁業 生活用品なので受け入れた。 

未記入 
 ９月３０日に仕事の断りを入れた。交渉中で返事待ち。 

 断っていない。 

 

 

問２６．最近半年の間で、荷主から一方的に取引を断られたことがありますか。 

1. あ る  2. な い  3. 具体的に理由が判ればご記入下さい。［    ］ 

「最近半年の間で、荷主から一方的に取引を断られたことがあるか」を尋ねたところ、回答のあ

った 137 者（社）中、これまでの調査と変わらず②「ない」が最も多く 123 者、89.8％（＋2.8 ポ

イント増）となった。一方、①「ある」の回答は 14 者、10.2％（同△2.8 ポイント減）で、引続き、

荷主等に対する適正取引に向け継続した活動が求められる。（図 26、表 26 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 26 
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表 26 

[具体的な理由] 

等の記載があった。 

 
 
【Ⅵ】荷動きに関する設問 
 

問２７．新型コロナウイルス感染症の拡大等に伴って、貴者(社)の荷動きの状況はいかがですか。 

（○印は１つ） 

1. かなり悪くなった（  %程度） 2. 悪くなった（  %程度） 3．ほとんど変わらない  

4. よくなった（  %程度）  5. かなりよくなった（  %程度） 

6. その他 具体的に理由があればご記入ください（                  ） 

「新型コロナウイルス感染症の拡大」等に伴う、貴者(社)の荷動きについて尋ねたところ、回

答のあった 172 者のうち、最多が②「悪くなってきている」の 81 者、47.1％、前回調査△1.4 ポ

イント減、次に③「ほとんど変わらない」が、55 者、32.0％、同△4.5 ポイント減、3 番目が①

「かなり悪くなった」が 15.1％、＋1.9 ポイントと荷動きに変化がなかった。 

回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①あ　る 14 10.2% 19 13.0% 20 15.0% 15 10.5%

②な　い 123 89.8% 127 87.0% 113 85.0% 128 89.5%

計 137 100% 146 100% 133 100% 143 100%

未記入 36 22 41 25

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

34回36回 35回
問26　過去3回の調査結果

今回

主要荷主の業種 自由記入の内容 

同業者  物量減のため常用カット。【１と回答】 

 荷物事故により減車。【１と回答】 

サービス業  次に事故を起こしたら出禁にするようなペナルティ制度を設けられて

いる。重大災害、事故を起こしているわけではないのに、現場誘導ミ

スによる接触等、他に起因する事故についても責任を問われる。荷主

は現場として事故を起こしてほしくない。事故を起こすと労基や行政

から改善を求められるから、と理解はしていますが、腑に落ちない。

（サービス業）
 悪くなっている部分はあるが、荷主の業務拡大がそれを上回っており、

結果として１０％くらい上昇している。（サービス業） 

製造業  センター監査。【１と回答】 

物流子会社  コロナ過の影響により荷主が事業縮小に陥った為に契約解除となっ

た。【１と回答】 

漁業  値上げ交渉したら断られた。【１と回答】 
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一方、増加は、④「よくなった」3.5％、＋2.9 ポイント増、⑤「かなり良くなった」、1.2％、＋

1.2 ポイントの増加となった。 

なお、本調査項目は、第 33 回（令和 2 年 7 月）より「新型コロナウイルス感染症の拡大」に伴い

追加した。（図 27、表 27 参照） 

 

図 27 

 

                

表 27 

 

問27

今回と過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①かなり悪くなった 26 15.1% 22 13.2% 29 17.1% 30 18.2%

②悪くなってきている 81 47.1% 81 48.5% 80 47.1% 81 49.1%

③ほとんど変わらない 55 32.0% 61 36.5% 55 32.4% 48 29.1%

④よくなった 6 3.5% 1 0.6% 3 1.8% 1 0.6%

⑤かなり良くなった 2 1.2% 0 0.0% 1 0.6% 2 1.2%

⑥その他 2 1.2% 2 1.2% 2 1.2% 3 1.8%

計 172 100% 167 100% 170 100% 165 100%

未記入 1 1 5 3

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

35回 34回36回今回
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[６．その他（具体的に （自由記入）]  

主要荷主の業種 自由記入の内容 

製造業 

 荷主も影響を受け、荷量が減った。【２と回答】 

物流子会社  世の中全体が低迷していて、全体の物量が少ない。【１と回答】 

卸売業・小売業  家電等は商品自体が減り、荷動きが無くなった。【２と回答】 

同業者 
 急な物流増に対しては増車依頼が相次いだが、対応して落ち着くと、す

べて減車。 

建設業  感染病との関係はわからない。【４と回答】 

漁業  展示会等の中止で悪くなった。【１と回答】 

未記入 
 今までは大口の荷物も多くあったが、コロナで荷物が少なく小口になっ

た。 

等の記入があった。 
 

問２８．新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴って、貴者(社)の配送形態の影響と共に運賃へ

の影響はありましたか（自由記入） 

※ 第 34 回から追加した設問項目。 

※ 回答は別紙「業種一覧表」毎に分類した。 

※ 内容は回答者の記載を尊重し記述した。 

主要荷主の業種 自由記入の内容 

製造業  飲食店向けの配送はなくなった。 

 担当者がコロナになる等で延期がたびたび起こる。 

 建設現場のストップ、延期、計画の白紙により運送依頼が激減した。 

 感染症の拡大がいつを基準にしているのかわかりませんが、過去６ヶ月

と比較すると運賃収入は増加。 

 濃厚接触者の待機により、配送に影響があった。 

 自動車メーカーに部品を供給する荷主が生産調整の影響で出荷量が半減

し、運送収入がコロナ拡大前の半分となった。 

 イベントがすべて中止。 

 荷量の減少による運賃の低下。 

 移動制限、経済活動低迷、ガソリンなどの石油製品の需要減により、配送

が伸び悩んだ。 

 製造量が落ち、配送量、配送回送共に一部３０％～５０％減となった為、

収入減となった。 

 半導体不足による製造減少で配送量も減少。 

 不景気感が強まり、配送回数が激減した。 

 荷主の受注量が減り、当社の運送回数が大幅に減った。 

同業者  一時的に飛行機発着がなかったが、近頃は元に戻りつつある。 

 酒飲料水関連は激減し、配送依頼もほぼなく、戻る見込みも全く感じられ

ない。 

 飲食店向けのクリーニング回収業務の縮小、百貨店商品の搬送業務の縮

小。 

 運賃ではなく便がカットされた。 

 イベント系の仕事が大幅に減少したが、ゴミ収集は増加した。 

  飲食店への配送はゼロになり仕事が無くなった。リネン配送では配送先

ホテルがコロナ軽症者の受け入れ施設となり、民間の出入りが出来なく
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なったことから、こちらも大幅に減収。 

 イベント向けレンタルの荷主の配送が激減し、運送収入が下がった。 

卸売業・小売業  配送形態は変わっていない。 

 配送形態の影響はほとんど無かったが、物量が減り配送売上が下がった。 

 引越業務において、緊急事態やまん延防止等で他府県への移動が制限さ

れ減った。また、テレワーク等で減った。 

 コロナの影響で飲食店向け酒を扱う主要荷主の販売量が減少し、配送回

数が半数以下となり運送収入が下がった。 

 通常の配送時間帯より早出の傾向にある。 

 リモートワークが増えて店の客数が減り、取扱商品量が減った。 

サービス業  ネット決済の拡大によるハードウェアの需要減に伴い、輸送量が減少。 

 自宅療養期間が過ぎても、自費で PCR 検査を受けて陰性証明をもらわな

いと荷主工場へ行けない。濃厚接触でも同様。その間、仕事ができない

ので収入源。 

 飲食店が休業となった影響で、荷量が減った。 

物流子会社  酒類(ビール)を配送しているが、コロナの影響で配送量が減少し、運送収

入が下がった。 

 日々６台で動いていたコースが日々４台になり、車が余ってしまい売り

上げ減少。 

漁業  デパートやホテルが主要荷主の為、配送日数が減少して運送収入が下が

った。 

その他  半導体不足に伴う材料出荷の減少。 

 多少の減少はあるが、特に影響なし。 

 半導体不足により機器の製造が進まず、出荷量は激減した。 

 半導体不足に伴う材料出荷の減少。 

 多少の減少はあるが、特に影響なし。 

 半導体不足により機器の製造が進まず、出荷量は激減した。 

未記入  小零細企業(町工場)等の製品出荷頻度が減少した。 

 近県の仕事が少なくなった。 

 海上コンテナの遅延が多発している。予定通りに入庫しないため、輸送予

定がキャンセルとなることが多い。 

などの記入があった。 
 

 

問２９．これから半年後の、主な取引先の荷動きの動向はどのように考えられますか。 

（○印は１つ） 

1.  か な り 活 発 に な る   2.  活 発 に な る  3.  ほ と ん ど 変 わ ら な い  4.  悪 く な る      

5. かなり悪くなる   6. その他（具体的にご記入くださ（           ） 

これから半年後の、主な取引先の荷動きの動向について尋ねたところ、回答のあった 168 者(社)

の 66.1％は③「ほとんど変わらない」と回答し、前回調査より＋3.2 ポイントの増となった。ま

た、①「かなり活発になる」が１者 0.6％、＋0.6 ポイントの増となった。一方、④「悪くなる」

は 3７者、22.0％で前回比＋1.2 ポイントの増となり、⑤「かなり悪くなる」が 2 者 1.2％、△0.7

ポイントの減となった。（図 29、表 29 参照） 
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図 29 

 

 

表 29 

[６．その他（具体的に： (自由記入)]  

主要荷主の業種 自由記入の内容 

製造業 

 

 

 コロナ感染の動向と、ウクライナ戦争の状況によってどうなるか見通しが

難しい。 

 コロナ次第。 

卸売業・小売業  ブライダルやお酒の配送なので、コロナが終わらない限り無理。【４と回

答】 

問29

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①かなり活発になる 1 0.6% 0 0.0% 1 0.6% 1 0.6%

②活発になる 14 8.3% 19 11.9% 12 7.3% 17 10.2%

③ほとんど変わらない 111 66.1% 100 62.9% 99 60.4% 83 50.0%

④悪くなる 37 22.0% 33 20.8% 43 26.2% 53 31.9%

⑤かなり悪くなる 2 1.2% 3 1.9% 6 3.7% 8 4.8%

⑥その他 3 1.8% 4 2.5% 3 1.8% 4 2.4%

計 168 100% 159 100% 164 100% 166 100%

未記入 5 9 11 2

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

35回 34回今回 36回
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同業者  飲料関係の配送の為、繁忙期が終わるから。【４と回答】 

 事務所の閉鎖や縮小が増加中で、今後は事務所移転や産廃部門の仕事がま

すます増えると思われます。【２と回答】 

物流子会社 
 活発になることを期待しています。 

その他  デジタル化推進による紙離れに関連し、荷動きは悪くなる見通し。【４と回

答 

 等の記入があった。 

【Ⅶ】労働力に関する設問 

問３０．貴者（社）の運転者の平均年齢は何歳ですか。（○印は１つ） 

1. 35 歳未満   2.  35 歳以上 ～ 40 歳未満  3. 40 歳以上 ～ 45 歳未満   

4. 45 歳以上 ～ 50 歳未満 5. 50 歳以上 ～ 55 歳未満 6. 55 歳以上 ～ 60

歳未満 7. 60 歳以上 ～ 65 歳未満  8. 65 歳 以上 

運転者の平均年齢を尋ねたところ 172 者(社)からの回答があり、最も多い年齢層は④「45 歳以上

～50 歳未満」の 34.9％で、前回調査△0.3 ポイント減少。次は⑤「50 歳以上～55 歳未満」34.3％、

同＋4.0 ポイントと最多の増加となり、50 歳未満の年齢層で全て前回調査より構成率が減少した。

また、⑥「55 歳以上～60 歳未満」が前回より△3.5 ポイント減少の 11.0％となった一方、⑦「60 歳

以上 65 歳未満」が前回調査より、＋2.2 ポイント増加し、ドライバーの高齢化が進んでいる。（図

30、表 30 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 30 
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表 30 

 

問３１．貴者（社）では『運転者に定年制度』を設けていますか（○印は１つ） 

1. ある      2. あったが、（   年に）廃止した     3. ない  

『運転者の定年制度』について尋ねたところ、回答があった 171 者(社)のうち、最多は①「あ

る」の 134 者、78.4％（前回調査△1.1 ポイント減）で、③「ない」は 33 者、19.3％（同＋0.6

ポイント増）であった。なお、②「あったが廃止した」は 4 者、前回調査より 1 者増加した。

（図 31、表 31 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問30

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①35歳未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

②35歳以上～40歳未満 3 1.7% 5 3.0% 3 1.7% 4 2.4%

③40歳以上～45歳未満 20 11.6% 20 12.1% 25 14.5% 30 18.2%

④45歳以上～50歳未満 60 34.9% 58 35.2% 63 36.6% 54 32.7%

⑤50歳以上～55歳未満 59 34.3% 50 30.3% 44 25.6% 39 23.6%

⑥55歳以上～60歳未満 19 11.0% 24 14.5% 29 16.9% 27 16.4%

⑦60歳以上～65歳未満 10 5.8% 6 3.6% 7 4.1% 9 5.5%

⑧65歳以上 1 0.6% 2 1.2% 1 0.6% 2 1.2%

 計 172 100% 165 100% 172 100% 165 100%

未記入 1 3 3 3

回答数計 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

35回36回 34回今回
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図 31 

 

表 31 

 

 

問３２．問 31 で「ある」と回答された方にお聞きします。 

貴者（社）の『運転者の定年』は何歳ですか（○印は１つ） 

1. 60 歳まで      2. 65 歳まで    3. 70 歳まで  ４. その他 

問31.で「ある」と回答した134者(社)に『運転者の定年』を尋ねたところ、137者（複数回

答があるため回答数は合わない。）から回答があり、最多は②「(65歳まで」の73者、53.3％

で、次に①「60歳まで」が48者、35.0％で、③「70歳まで」は12者、8.8％であった。   

 本設問は問32に関連し第35回調査より追加した。（図32、表32参照） 

  
図32  

回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①　ある 134 78.4% 132 79.5% 137 80.1%

②　あったが廃止した 4 2.3% 3 1.8% 1 0.6%

③　ない 33 19.3% 31 18.7% 33 19.3%

計 171 100% 166 100% 171 100%

未記入 2 2 4

回答数計 173 168 175

調査数 200 200 200

問31 貴者(社)では『運転者に定年制』
を設けていますか

今回 36回 35回
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表32 

 

問３３ 貴者(社)における運転者の最近半年間の充足状況についてお聞きします。(○印は１つ) 

1. 十分充足している      2. ほぼ充足している        3. 少し足りない  

4. かなり不足している     5. 完全に不足している 

運転者の最近半年間の充足状況について尋ねたところ、回答のあった173者(社)中の最多は

これまでの調査結果と変わらず③「少し足りない」で、85者、49.1％、前回調査より＋2.3ポ

イント増加した。次は②「ほぼ充足している」の57者、32.9％で、前回より＋2.8ポイント増

となる。また、④「かなり不足している」は17者、9.8％で、前回より△0.6ポイント減少し

た。これを『充足』(①＋②）と『不足』(③＋④＋⑤)で見ると、今回は37：63（前回36：64

）で、最も運転者不足であった第31回(令和元年7月)の22：78からすると、運転者不足は改善

されつつある。（図33、表33参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図33 

回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①60歳まで 48 35.0% 59 43.1% 51 36.4%

②65歳まで 73 53.3% 66 48.2% 75 53.6%

③70歳まで 12 8.8% 7 5.1% 7 5.0%

④その他 4 2.9% 6 4.4% 7 5.0%

計 137 100% 138 101% 140 100%

未記入 36 30 35

回答数計 173 168 175

調査数 200 200 200

問32　貴者(社)の『運転者の定年』は
何歳ですか

今　回 36回 35回
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表33 

 

問３４．貴者（社）における運転者の有給休暇についてお聞きします。 

貴者（社）の全運転者の年間平均取得日数は何日ですか。（○印は１つ） 

1. ５日以下 2. ６日以上～１０日以下 3. １１日以上～２０日以下 4. ２１日以上 

全運転者の有給休暇の年間平均付与日数について尋ねたところ 170 者(社)から回答があり、①「5

日以下」と③「11 日以上～20 日以下」が同数の 22.4％であり、①「5 日以下」が前回調査より＋

3.6 ポイントの増加となった。また、取得日数の最多は、②「6 日以上～10 日以下」で 52．9％、前

回調査より＋17.6 ポイントと大幅に増加した。なお、本設問は第 32 回調査より追加した。（図 34、

表 34 参照） 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 34 

問33

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①十分充足している 7 4.0% 8 4.6% 13 7.6% 11 6.6%

②ほぼ充足している 57 32.9% 52 30.1% 60 35.3% 66 39.5%

③少し足りない 85 49.1% 81 46.8% 77 45.3% 74 44.3%

④かなり不足している 17 9.8% 18 10.4% 15 8.8% 12 7.2%

⑤完全に不足している 7 4.0% 6 3.5% 5 2.9% 4 2.4%

計 173 100% 165 95% 170 100% 167 100%

無記入 0 3 5 1

回答数 173 168 175 168

調査数 200 200 200 200

34回36回 35回今回
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表 34 

 

問３５．貴者（社）における運転者の残業時間数についてお聞きします。 

貴者（社）の全運転者の月間平均残業時間は何時間ですか。 

月間平均 〔     〕時間 

全運転者の月間平均残業時間数を尋ねたところ 164 者(社)から回答があり、最多は②「1 時間以

上 30 時間未満」の 69 者、42.1％、前回より△0.9 ポイントの減であった。次は③「31 時間以上

60 時間未満」の 52 者、31.7％で前回より△1.8 ポイント減少した。また、④「61 時間以上 80 時

間未満」が、16.5％、前回調査より＋6.7 ポイントと大幅な増加となった。なお、①「残業無し」

は 2 者で 1.2％、前回調査△2.5 ポイントの減少となった。また、残業時間の最大時間は⑥「101

時間以上 120 時間未満」の 2 者（1.2％）であった。なお、本設問は第 32 回より追加した。(図

35、表 35 参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 35 

問34

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①5日以下 38 22.4% 32 18.8% 30 18.1% 36 22.0%

②6日～10日 90 52.9% 60 35.3% 64 38.6% 65 39.6%

③11日～20日 38 22.4% 60 35.3% 61 36.7% 54 32.9%

④21日以上 4 2.4% 13 7.6% 11 6.6% 9 5.5%

計 170 100% 165 97% 166 100% 164 100%

未記入 3 3 6 4

回答数計 173 168 172 168

調査数 200 200 200 200

34回35回36回今回
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表 35 

【Ⅷ】運賃に係わる問題点、具体的要望事項 

問 22「最も取引高の多い荷主の業種」の別紙【業種一覧表】毎に集計 

１．製造業 

(1) 主要取引先と３月末より運賃値上げ交渉をしてきましたが、８月分の運賃より値上げしてい

ただけるようになりました。現在は「標準的な運賃」の届出はしていませんが参考資料とし

て提示しました。弊社は平成２０年から燃料サーチャージを導入しています。基準価格は６

５円でした。「標準的な運賃」には基準価格が１００円となっているため、基準価格を６５

円から１００円に引き上げられました。運賃は「標準的な運賃」ではなく現在の運賃の１０

％アップを希望しましたが、燃料サーチャージの１００円の部分に注目され基準価格１００

円に上げられてしまったので効果は半減しました。 

 

(2) 運送業界の悪い点は、①零細企業が多く、交渉能力が乏しい。②一軒一軒との得意先との契

約がされていない。③慣習にとらわれすぎる。④代替わりが遅く、新しい経営者が出にく

い。以上の問題点を自身の事として反省する。得意先との力関係では負けてしまうが、政治

の力を借りてでも後押しが必要である。 

 

(3) 荷主の担当者の運賃の理解度により当該運賃が変動する。引継ぎがなく、新担当者の意思次

第の部分が多い。 

 

(4) 深夜割引の時間を「２２：００～５：００」にしてほしい。2024 年問題で有料道路の使用

は必須になるので、上記を含め割引の拡充を求めます。 

 

(5) 荷主へ「標準的な運賃」の話をするも、皆うなずくのみで具体的な話へは進展せず、場の空

気が悪くなるのみです。国交省がある程度強制的に荷主へ提言しなければ「絵に描いた餅」

で終わると思います。燃料は高騰している、運賃は上がらない、ドライバーは集まらない、

問35

過去3回の調査結果 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率 回答数 構成率

①ゼロ（残業無し） 2 1.2% 6 3.7% 3 1.9% 5 3.3%

②1時間以上30時間以下 69 42.1% 72 43.9% 67 42.4% 70 45.8%

③31時間以上60時間以下 52 31.7% 55 33.5% 49 31.0% 51 33.3%

④61時間以上80時間以下 27 16.5% 16 9.8% 22 13.9% 18 11.8%

⑤81時間以上100時間以下 12 7.3% 10 6.1% 12 7.6% 6 3.9%

⑥101時間以上120時間以下 2 1.2% 1 0.6% 3 1.9% 1 0.7%

⑦120時間以上160時間未満 0 0.0% 1 0.6% 0 0.0% 0 0.0%

⑧160時間以上180時間未満 0 0.0% 0 0.0% 1 0.6% 1 0.7%

⑨180時間以上 0 0.0% 1 0.6% 1 0.6% 1 0.7%

計 164 100% 162 99% 158 100% 153 100%

未記入 9 6 17 14

回答数計 173 168 175 167

調査数 200 200 200 200

35回 34回36回今　回
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行政からの「コンプライアンス遵守」は厳しくなるばかり、厳しい排ガス規制によりトラッ

クは高くなり修理費も増加するばかり、大きな事故を起こしたら倒産や廃業というリスクを

常に抱えている、など。今後運送業を続けていくモチベーションは下がるばかりです。 

 

(6) 物流２法後、基本的には運賃は上がっていない。値上げ交渉に行って、値上げしなくてもい

い他社がいくらでもいると言われれば、引かざるを得ない。５台規制をせめて１０台～１５

台。 

 

２．卸売業・小売業 

(1) 以前に比べ、各社運賃交渉に応じていただいています。食品や生活雑貨の値上がり理由の一

つに、輸送費の高騰と必ず上げていますが、末端の運送会社に運賃の値上げは及んでいませ

ん。報道が事実であれば、中間業者の利益となっているようです。 

 

(2) 特にはないが、６０年間以上値上げのされていない今、早急な値上げに期待している。大き

な運送会社の値上げだけでなく、中小企業の値上げに対するバックアップが欲しい。（卸売

業・小売業） 

 

３．同業者 

(1) 請負契約をしている企業が増大して、仕事を横取りしている(安く交渉する)現状が増えてい

る。労働問題でこのような請負契約には規制するべきである。まともに雇用契約をしていた

のでは会社がもたない。早急に考えていただきたい。 

 

(2) 「標準的な運賃」というと担当者が「そんな数字…」と聞く耳を持ってくれない。食品輸送

の車輌は冷凍車で高いのに運賃はあきれるほど安い。そのうえ荷役作業、納品、配送件数も

多く、乗務員の確保が厳しい。役所や政府から燃油サーチャージを認めてほしいと大企業に

お願い文を出してくれたように、大手運送会社とメーカーに運賃見直しや標準的な運賃を実

運送会社へ支払ってくれるよう指導してほしいです。 

 

(3) 大手宅配会社 Y の仕事がメイン。「協力会社のおかげで成り立っている」と言う割には運賃

はなかなか上げない。大手は利益を確保し、その分協力会社は赤字。借入れだけが年々増え

ていく。中小企業の経営者が借金をし保証をし、日々の生活も不安に駆られる中、大手は悠

々と利益を上げていく。１日１社１２時間５０円値上げで値上げした気になっている。標準

価格じゃなくて、最低運賃を国が決めないと、日本の運送業は壊滅する。 

 

４．物流子会社 

(1) 全荷主に標準的な運賃と２０２４年問題の２つの件で運賃値上げの打診をしたけれど、荷主

自体がほとんど物流子会社なので、はっきりした回答は１つもありませんでした。この先運

賃を希望に近い形で値上げしてくれる可能性は極めて低いと感じています。会社を継続して

いくためにはどうしたらいいですか。 

(2) 現場で待つ時間が多い。遅れない様に早めに出るので時間が無くなる。 

 

５．漁業 

３０年間運賃が変わらないのは将来のドライバー不足を招く。日本の物流業の崩壊を危惧す

る。 

 

６．サービス業 

働き方改革により労働時間の減少＝運送収入減少となる。それに物価高、特に燃料費が大き

い。運賃が上がればよいが、その見込みはない。 

 

７．その他、業種未記入 
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(1) 業界全体の運賃値上げがない限り運賃は上がらない。大手物流業者が増益しても、下請け企

業には反映されていない。小さな会社は物流大手によって生かさず殺さずの状態で使われ淘

汰されていく。安く使える業者が淘汰された先は、物流危機が起こりそうな気がする。 

(2) 今はコロナで運賃の話が出来ない。 

(3) 標準的運賃をもっと強制力のあるものにしてほしい。 

(4) コンプライアンスを守れないほど低い運賃で受注する業者が出始めた事を心配している。大

手物流会社もそのような業者に仕事を流す傾向に問題を感じる。 

 

以上 
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《無断複写・転載禁止》 
 

この調査についてのお問い合わせは、下記までお願いいたします。 

東京都トラック運送事業協同組合連合会 事務局 

電話：０３（３３５９）４１６８ 
 
 
 
 
 

 

 

 


